
建設投資見通しはわが国の建設活動の動向を出
来高ベースで把握するもので，国内市場規模とそ
の構造を明らかにすることを目的として昭和３５年
度から作成されている。
本年度においても，平成２３年６月に「平成２３年

度建設投資見通し」をとりまとめたので，その概
要について紹介する。
今回は，平成２３年３月１１日に発生した東日本大
震災からの復旧等に係る建設投資についても，こ
れまで財政上措置された政府投資を元に推計して
いる。

� 建設投資見通しの概要

平成２３年度の建設投資は，前年度比５．１％
増の４３兆２，２００億円となる見通しである。

� 平成２３年度の建設投資は，政府投資が１７兆
９，６００億円（前年度比８．３％増），民間投資が２５
兆２，６００億円（前年度比２．９％増）となる見通し
である。これを建築・土木別に見ると，建築投
資が２３兆４，３００億円（前年度比５．２％増），土木
投資が１９兆７，９００億円（前年度比４．９％増）とな

る見通しである。
� 平成２２年度の建設投資は前年度比３．０％減の
４１兆１，３００億円となる見込みである。このうち
政府投資は１６兆５，８００億円（前年度比４．５％
減），民間投資は２４兆５，５００億円（前年度比１．９
％減）と見込まれる。建築・土木別に見ると，
建築投資が２２兆２，７００億円（前年度比１．９％
減），土木投資が１８兆８，６００億円（前年度比４．３
％減）となる見込みである。

� 平成８年度に８２兆８，０００億円であった建設投
資は，その後減少傾向をたどり平成２０年度には
５１兆８００億円となった。平成２１年度以降，微減
で推移していたが平成２３年度は東日本大震災か
らの早期復旧等に係る建設投資が見込まれるこ
とから，総額として４３兆２，２００億円となる見通
しである（表―１，図―１）。

� 国内総生産及び建設投資の推移（名目値）

平成２３年度の建設投資が国内総生産に占め
る比率は，８．９％となる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和５０
年頃は２０％以上あったが，その後，減少傾向とな
った。昭和６１年度から平成２年度にかけて一時増
加したものの，その後再び減少基調となり，平成
２３年度は８．９％となる見通しである（図―２）。

平成２３年度
建設投資見通し
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� 建設投資の構成

建設投資の構成を見ると，民間住宅投資と
政府土木投資が占める比率が高い。

建設投資の構成を見ると，民間住宅投資と政府

土木投資が占める比率が高い。
平成２３年度の建設投資見通しでは，建設投資全

体に対して民間住宅投資が３０％，政府土木投資が
３５％となっており，この両者で建設投資全体の約
７割を占めている（図―３）。

表―１ 平成２３年度建設投資（名目値） （単位：億円，％）

年 度

項 目

投 資 額 対 前 年 度 伸 び 率
平成２０年度
実績

２１年度
見込み

２２年度
見込み

２３年度
見通し 平成２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

総 計 ５１０，８４０ ４２４，０００ ４１１，３００ ４３２，２００
（２４，１００）

７．１ ▲１７．０ ▲３．０ ５．１

建 築 ２８４，４２８ ２２６，９００ ２２２，７００ ２３４，３００
（９，２００）

２．６ ▲２０．２ ▲１．９ ５．２

住 宅 １６９，２１７ １３４，０００ １２９，１００ １３８，４００
（５，６００）

▲１．３ ▲２０．８ ▲３．７ ７．２

政 府 ５，３４７ ５，６００ ４，８００ １０，１００
（５，６００）

▲２．３ ４．７ ▲１４．３ １１０．４

民 間 １６３，８７０ １２８，４００ １２４，３００ １２８，３００ ▲１．３ ▲２１．６ ▲３．２ ３．２

非 住 宅 １１５，２１１ ９２，９００ ９３，６００ ９５，９００
（３，６００）

９．０ ▲１９．４ ０．８ ２．５

政 府 １５，３２３ １６，５００ １７，４００ １７，３００
（３，６００）

９．２ ７．７ ５．５ ▲０．６

民 間 ９９，８８８ ７６，４００ ７６，２００ ７８，６００ ９．０ ▲２３．５ ▲０．３ ３．１
土 木 ２２６，４１２ １９７，１００ １８８，６００ １９７，９００

（１４，９００）
１３．３ ▲１２．９ ▲４．３ ４．９

政 府 １７５，８３０ １５１，６００ １４３，６００ １５２，２００
（１４，９００）

１７．３ ▲１３．８ ▲５．３ ６．０

公共事業 １５７，５６５ １３３，９００ １２６，８００ １３５，２００
（１４，９００）

１８．８ ▲１５．０ ▲５．３ ６．６

そ の 他 １８，２６５ １７，７００ １６，８００ １７，０００ ５．２ ▲３．１ ▲５．１ １．２

民 間 ５０，５８２ ４５，５００ ４５，０００ ４５，７００ １．５ ▲１０．０ ▲１．１ １．６

再

掲

政 府 １９６，５００ １７３，７００ １６５，８００ １７９，６００
（２４，１００）

１６．０ ▲１１．６ ▲４．５ ８．３

民 間 ３１４，３４０ ２５０，３００ ２４５，５００ ２５２，６００ ２．２ ▲２０．４ ▲１．９ ２．９
（再掲）民間非住宅建設 １５０，４７０ １２１，９００ １２１，２００ １２４，３００ ６．４ ▲１９．０ ▲０．６ ２．６

（注）１． 民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
２． 下段（ ）の金額は，東日本大震災の復旧等に係る見通し額の内数であり平成２２年度分は含まない。
３． 政府住宅には応急仮設住宅の投資額として４，１００億円が含まれている。
４． ▲はマイナス。

図―１ 建設投資額（名目値）の推移
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� 政府・民間別構成比の推移

平成２３年度の建設投資は，民間投資が５８％
で，政府投資が４２％となる見通しである。

バブル崩壊後，民間投資が減少する一方，数次
の経済対策により政府投資が増加したことから，
平成２年度に６８％であった民間投資の占める比率
は低下し，平成１０年度には５２％となった。
その後，平成１８年度までは，民間の景気回復に

より民間投資の占める比率が上昇したが，平成１９
年度からは政府投資の比率が上昇した。
その後，平成２２年度は国の大型直轄事業の見直

し等による予算縮減があったものの，平成２３年度
は東日本大震災からの早期復旧等に伴う政府投資
の増加により平成２２年度より増加している（図―
４）。

� 建築・土木別構成比の推移

平成２３年度の建設投資は，建築投資が５４％
で，土木投資が４６％となる見通しである。

平成３年度以降，建築投資が減少する一方で経
済対策により政府土木投資が大幅に増加したこと
から，土木投資の占める比率が増加傾向となり平
成１０年度には５１％となった。
その後，建築投資の占める比率が高まる傾向に

あったが，近年は建築投資が５０％台前半，土木投
資が４０％台後半で推移している（図―５）。

平成２３年度の政府建設投資は，前年度比
８．３％増の１７兆９，６００億円となる見通しであ
る。

� 平成２３年度は，東日本大震災からの早期復旧

図―２ 建設投資の国内総生産に占める比率

図―３ 平成２３年度建設投資の構成（名目値）
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に向けた建設投資の影響により前年度比８．３％
増加し，１７兆９，６００億円となる見通しである。
� このうち，建築投資は前年度比２３．４％増の２
兆７，４００億円，その内訳では住宅投資が１兆１００
億円（前年度比１１０．４％増），非住宅建築投資が
１兆７，３００億円（前年度比０．６％減）となる見通
しである。
土木投資は前年度比６．０％増の１５兆２，２００億

円，そのうち公共事業が１３兆５，２００億円（前年
度比６．６％増），公共事業以外が１兆７，０００億円
（前年度比１．２％増）となる見通しである。
� 東日本大震災からの復旧等に係る政府の建設
投資額については，これまで措置された政府投
資を元に推計すると，２兆４，１００億円となる見
通しである。

平成２３年度の住宅投資は，前年度比７．２％
増の１３兆８，４００億円となる見通しである。

� 民間住宅投資は，前年度比３．２％増の１２兆
８，３００億円となる見通しである。これに政府住
宅投資を合わせた平成２３年度の住宅投資全体で
は，前年度比７．２％増の１３兆８，４００億円となる見
通しである。

� 平成２３年度の民間住宅着工戸数は，所得水準
の伸び悩みや建築資材価格の上昇のほか，東日
本大震災の影響も見込まれるものの，経済対策
の効果等により一定程度の持ち直しが見込まれ
ることから，低水準で推移した一昨年，昨年度

図―４ 政府・民間別構成比の推移

図―５ 建築・土木別構成比の推移
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をわずかに上回る見通しである。
� 平成２２年度の新設住宅着工戸数は，前年度比
５．６％増の８１．９万戸であった。利用関係別に見
ると，持家は３０．８万戸（前年度比７．５％増），貸
家は２９．１万戸（前年度比６．３％減），給与住宅は
０．７万戸（前年度比５０．３％減），分譲住宅は２１．２
万戸（前年度比２９．６％増）となっている（表―
２）。
� 東日本大震災からの復興に係る民間住宅投資
の考え方については，今回の建設投資見通しに
おいては定量的な把握を行っていないが，今
後，復興の本格化とともに，上記の投資額が増
額となる可能性がある。

平成２３年度の民間非住宅建設投資（非住宅
建築及び土木）は，前年度比２．６％増の１２兆
４，３００億円となる見通しである。

� 平成２３年度の民間非住宅建築投資は，建築資
材の価格上昇等，東日本大震災の影響も見込ま
れるものの，年度を通して見れば，低水準だっ

た平成２２年度の水準よりは若干持ち直し，前年
度比３．１％増の７兆８，６００億円となる見通しであ
る。
民間土木投資は，前年度比１．６％増の４兆

５，７００億円となる見通しである。
これにより，平成２３年度の民間非住宅建設投

資（非住宅建築及び土木）は前年度比２．６％増
の１２兆４，３００億円となる見通しである。

� 平成２２年度の民間非住宅建設投資（非住宅建
築及び土木）は，前年度比０．６％減の１２兆１，２００
億円となる見込みである。
このうち，民間非住宅建築は７兆６，２００億円

（前年度比０．３％減），民間土木投資は４兆５，０００
億円（前年度比１．１％減）となる見込みである。

� 東日本大震災からの復興に係る民間非住宅建
設投資の考え方については，今回の建設投資見
通しにおいては定量的な把握を行っていない
が，今後，復興の本格化とともに，上記の投資
額が増額となる可能性がある。

建設投資見通しは，国土交通省のホームページ
で公表しているので参照されたい（http : //www.
mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000237.html）。

表―２ 新設住宅着工戸数と伸び率の推移
�着工戸数 （単位：戸）

総 計 持 家 貸 家 給 与 分 譲

平成２０年度 １，０３９，２１４ ３１０，６７０ ４４４，８４８ １１，０８９ ２７２，６０７
年 度 平成２１年度 ７７５，２７７ ２８６，９９３ ３１１，４６３ １３，２３１ １６３，５９０

平成２２年度 ８１９，０２０ ３０８，５１７ ２９１，８４０ ６，５８０ ２１２，０８３

平成２２年（１～３月） １８６，４８６ ６３，９９２ ７２，７６６ ３，０７２ ４６，６５６
平成２２年（４～６月） １９５，１６７ ７５，３９５ ７１，０５５ １，７５６ ４６，９６１

四 半 期 平成２２年（７～９月） ２１２，７２８ ８３，８８６ ７５，２３５ １，７５１ ５１，８５６
平成２２年（１０～１２月） ２１８，７４５ ８１，９４８ ７８，９５８ １，４２４ ５６，４１５
平成２３年（１～３月） １９２，３８０ ６７，２８８ ６６，５９２ １，６４９ ５６，８５１

�伸び率：前年同期比 （単位：％）

総 計 持 家 貸 家 給 与 分 譲

平成２０年度 ０．３ ▲０．４ ３．２ ７．５ ▲３．５
年 度 平成２１年度 ▲２５．４ ▲７．６ ▲３０．０ １９．３ ▲４０．０

平成２２年度 ５．６ ７．５ ▲６．３ ▲５０．３ ２９．６

平成２２年（１～３月） ▲６．６ ３．８ ▲１２．１ ▲７．３ ▲１０．１
平成２２年（４～６月） ▲１．１ ３．８ ▲１０．５ ▲６７．８ １７．８

四 半 期 平成２２年（７～９月） １３．８ １０．８ ３．６ ▲１．４ ４０．８
平成２２年（１０～１２月） ６．９ ９．７ ▲９．０ ▲５１．３ ４０．２
平成２３年（１～３月） ３．２ ５．２ ▲８．５ ▲４６．３ ２１．９

（注）１． 「住宅着工統計」（国土交通省）による。
２． ▲はマイナス。
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（別添） 東日本大震災からの復旧等に係る建設投資見通しについて

「建設投資見通し」は，建築・土木，政府（国・地方自治体等）・民間の別に，当該年度の建設投
資額等を推計したものであり，事業別の予算状況，繰越率，支出率等を考慮して推計を行っている。
本別添「東日本大震災の影響について」においては本編の推計方法とは別に，東日本大震災の復旧

等に係る建設活動の見通しを把握するため，当該復旧等に係る予算状況等を考慮してその投資額を推
計している。
今後，東日本大震災の復旧等のためのさらなる財政措置が講じられた場合には，平成２３年度の建設
投資見通しを更新することとする。
本別添における見通しは，復旧・復興等が継続する限り行うものとし，当該年度における震災によ

る建設投資額を推計することのみならず，制度改正等との関連を時系列で把握し，東日本大震災の復
旧・復興等を推進するための課題や方策を検討するための基礎資料として活用されることを目的とし
て実施するものである。

� 政府建設投資
東日本大震災からの復旧等のための政府建設投

資額は，これまでに講じられた予算上の措置から
推計すると，約２兆４，１００億円と推計される。
その内訳および内容は以下のとおりである。
本編推計と同様に，用地費・補償費については

算入していない。
� 応急仮設住宅に関する推計上の取り扱い
これまでの建設投資見通しにおいては，災害時

において建設される応急仮設住宅は一時的な利用
に供されるものであることから，建設投資として
扱ってこなかった。ただし，内閣府が策定する国
民経済計算においても，おおむね１年を超えて継
続使用が可能な応急仮設住宅については，固定資
産とみなされることとしており，今般の東日本大
震災においては政府建設投資の一部として取り扱
うこととする。

今回，応急仮設住宅のために講じられた政府関
係投資額は，４，１００億円と推計される。
� 災害廃棄物処理撤去への対応
これまでの建設投資見通しにおいては，廃棄物

の運搬・処理は建設業とはみなさないため，推計
には算入していない。また国民経済計算において
も，東日本大震災におけるこれらの処理作業は，
固定資産とはみなされないことから，今回の見通
しでは，それ自体は建設投資とは取り扱わない。
ただし，災害廃棄物処理撤去の業務については，

土地造成や解体等工事と併せて建設事業者に発注
されている現状があるため，参考として示すと今
般の予算措置に係る廃棄物の処理に係る費用は，
平成２３年度においては総額で３，５１９億円である。
当該業務については，その処分量の多さと処分

場の被災等から，
・仮置き後に本格処分されること
・処分量が現段階ではいまだ確定できないこと

表―１ 政府の建築・土木の別，地域別推計 （億円）

区 分 建設投資額
地 域 別

東 北 関 東 北 陸 中 部

政 府 土 木 １４，９００ ９，２００ ５，２００ ４００ １００

建 築 住 宅 ５，６００ ５，６００ ０ ０ ０
非住宅 ３，６００ ２，９００ ７００ ０ ０

計 ２４，１００ １７，７００ ５，９００ ４００ １００
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・福島第一原子力発電所の事故により直ちに処分
できないものもあること

・処分に約３カ年を要すると見込まれること
等の特徴を有している。
� 民間建設投資
東日本大震災による建物や土木構造物の被害

は，建物被害の全壊が１０万戸以上に上るなど（６
月２６日現在，警察庁発表），甚大なものとなって
おり，今後，これらの住宅，非住宅や民間土木に
ついては，復興需要が大量に生ずることが想定さ
れる。
ただし，被災した地域では津波，液状化，地盤

沈下等による被害を受けて建築活動に当面制約が
生じている地域があること，福島第一原子力発電
所の事故による計画的避難地域等に指定されてい
る地域等が広範囲に存在し，そうした地域での具
体的な復興計画が確定していないこと等から，今
後の復興の具体的な時期や規模の推計が現段階で
は困難であるため，今回の見通しでは，こうした
民間部門の復興に向けた投資額の定量的な把握は
見送ることとする。

� 復旧等に係る建設投資のマクロ経済に及ぼ
す影響について

震災復旧等に係る建設活動は，政府による公共
事業等からなり，その総額は，２兆４，１００億円程
度と推計される。これによるマクロ経済に及ぼす
影響を推計すると，平成２３年度には，名目国内総
生産を０．５２％，実質国内総生産を０．４５％引き上げ
る。

� 復旧等に係る建設投資による生産誘発効果
について

２兆４，１００億円程度の建設事業による経済効果
を，建設事業によって誘発される各産業の生産額
（生産誘発効果）でみると，全産業では４兆７，２００
億円程度の生産活動が行われるものと予想され
る。
これは，全産業の１年間の生産活動（９７２兆円

程度）の約０．５％程度に相当する。
また，２兆４，１００億円の建設事業により，２９万

人程度の雇用創出効果が見込まれる。

表―２ 内容別推計 （億円）

区 分 項 目 建設投資額

政府住宅
応急仮設住宅の供与 等 ４，１００

災害公営住宅の整備，
既設公営住宅の災害復旧 等

１，５００

政府非住宅

学校施設等の耐震化，災害復旧
社会福祉施設等の災害復旧
農業・林業用施設等の災害復旧
警察・消防防災施設等の災害復旧
中小企業組合等共同施設等の災害復旧
官庁施設の災害復旧 等

３，６００

政府土木

公共土木施設の災害復旧
農地・農業用施設の災害復旧
有料道路の災害復旧
空港の災害復旧 等

１４，９００

（政府） 災害廃棄物処理事業 （３，５１９）

（注）１． 建設投資額を推計するにあたっては，現段階ではカテゴリー別に詳細に分けられてないものが多いため，まとめて記載している分野
もある。

２． 災害廃棄物処理事業は建設投資額に含んでいない。

２兆４，１００億円の建設投資が及ぼす影響

名目国内総生産
実質国内総生産
生産誘発効果
雇用創出効果

０．５２％引き上げ
０．４５％引き上げ
４兆７，２００億円（全生産活動の０．５％）
２９万人

（注）１． 名目国内総生産・実質国内総生産：財団法人建設経済
研究所「建設経済モデル」により推計

２． 生産誘発効果：国土交通省「平成１７年（２００５年）建設
部門分析用産業連関表」により推計

３． 雇用創出効果：「平成１７年（２００５年）産業連関表」に
より推計
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